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議案第７号関連資料 明石市文化財保護条例の一部改正について 

 

１ 改正理由 

このたびの「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部改正（2019年（平成

31年）4月1日施行）により、教育委員会の所管とされている文化財保護の事務を市長へ

移管させることができるようになったことから、当該事務を市長に移管するに当たり必

要な整備を図るため、条例の一部を改正しようとするものです。 

 

２ 改正概要 

(1) 「文化財の保護に関する事務は、市長が管理し、及び執行する。」という規定を新

設します。（第2条の2関係） 

(2) (1)に伴い、条文中の「教育委員会」を「市長」に改める等規定の整備を図ります。

（第3条関係ほか） 

(3) 市長が文化財の保護に関する事務を担当する場合、文化財保護法により地方文化財

保護審議会の設置が義務付けられていることから、条例により設置している現在の文

化財審議会を文化財保護法により設置する地方文化財保護審議会に位置付けし直し

ます。（第18
17
条関係） 

 

３ 事務移管の効果 

＜事務負担等＞ 

・現在も市長部局が補助執行しており、市長へ移管しても、実際に事務を行っている文

化振興課文化財係の事務負担等の増減はありません。 

＜文化財の活用＞ 

・文化財の活用については、現在でも、展覧会や講座等を通して行っているところです

が、市長の所管とした場合には、観光、まちづくり等の部局との連携がより容易にな

り、より一層、スムーズで効果的な活用が行えることが期待でき、市民サービスの向

上が図れます。 

 

４ 事務移管についての市教育委員会の意見 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第29条の規定により、市教育委員会に

対して、市長へ移管させることについての意見を照会したところ、「異議なし」との回

答がありました。 

 

５ 施行期日及び経過措置 

(1) 施行期日 ２０１９年（平成３１年）４月１日 

(2) 経過措置 この条例の施行前にこの条例による改正前の明石市文化財保護条例の

規定によりされた処分、手続その他の行為は、この条例による改正後の明

石市文化財保護条例の規定によりされた処分、手続その他の行為とみなす。 
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